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法案の問題点 提　　　言

目的（第 1 条） 

　汚染の未然防止の観点が盛り込まれてい

ない。

　土壌の生態系維持の重要な機能が盛り込

まれていない。

　 

汚染の未然防止を目的規定に明記する。

「土壌が物質の循環や生態系維持の要とし

て重要な役割を果たしている」ことを目的

規定に明記する。

定義（第２条） 

　土壌の定義が不明確

　「形質の変更」（第８条）の定義が不明

確

　対象物質を「人の健康に係る被害を生ず

るおそれがあるもの」に限定

　 

「土壌」には表層土のみならず、母岩も含

まれる。

「形質の変更」とは土地の現状を変更する

ことをいう。

「人の健康に係る被害を生ずるおそれがあ

るもの」との限定を付さず、政令で定める

ものとする

土壌汚染行為の禁止（条文無し） 

　土壌汚染の禁止規定がない

　 

土壌汚染の原因となる行為の禁止規定を設

ける

調査主体（第３条） 

　「所有者」等に調査の責任を課すことは

汚染者負担原則（ＰＰＰ）に照らし問題が

ある

　 

・実施主体を設置者、または設置者であっ

た者、もしくは所有者（連帯責任）とする

・所有者等に協力義務を課す



・費用負担については、設置者、または設

置者であった者の負担とする（所有者は求

償できる） 

調査の契機（第３条） 

　廃止時・用途変更時のみでは汚染実態把

握としては極めて不十分

　第３条第１項但書きにより、例えば「地

下水を飲料水として用いていない場合」や

「再び工場として使用する場合」などが除

外される可能性がある

　 

操業中も毎年一回の調査義務を課す

但書きは削除する

調査の届出及び公表（第３条） 

　調査の事前届出と公表、住民の立会権、

調査結果の公表がない

　 

調査計画の事前届け出と公表、住民の立会

権の保障、調査結果の公表を明記すべき

（後述）

都道府県知事による調査命令（第４条） 

　住民の申出権が明記されていない

　「政令で定める基準」と「環境基準」と

の関係が不明

　廃棄物処分場跡地等が対象にすることが

明記されていない

　費用負担の規定がない

　 

住民の申出権、申出の拒絶理由の明示を定

めるべき

「環境基準を超過する土地」に変更すべき

廃棄物処分場跡地、残土石等も調査命令の

対象にすることを明示すべき

費用負担は原則として、汚染原因者にある

ことを明記すべき（所有者は求償できる）

指定区域・指定区域台帳（第５条・第６

条） 

　指定区域・同台帳をもうける必要はない

　 

国は「有害化学物質等蓄積汚染情報台帳

（ネガティブマップ）」を作成・公開する



中環審土壌農薬部会土壌制度小委員会の

「今後の土壌環境保全対策の在り方につい

て」にもふれられているが、土壌汚染の判

明した土地を、日本地図上に表示 し、汚染

の原因、汚染状況、地形・地層・地質等の

土地の性状、土地の履歴その他の情報とと

もに、デジタル情報の形で公開し、一般の

閲覧・利用に供すること

措置命令（第７条） 

　措置命令の対象が「所有者等」となって

いる

　 

第一次的には汚染原因者の責任とし、原因

者が不明の場合には所有者等が補完的責任

を負うべきと明記すべき

費用の求償（第８条） 

　措置命令を受けた所有者等にだけ求償権

を認めている

　 

措置命令を受けた所有者等に限らず、浄化

等の措置を行った者は求償できることにす

べき

変更の届出及び計画変更命令（第９条） 

　届出が必要な行為を、指定区域内の土壌

の採取等の行為に限定している。

　 

指定区域をもうける必要がない（前述）

仮に設けるにしても、「指定区域内」に限

らず、土壌の採取や現状変更時には届出を

必要とすべき

指定調査機関（第１０条～第１９条） 

　指定調査機関を設けることは､指定業者と

の癒着や業者間の談合を生むことになりか

ねない

　 

調査基準を定め、その遵守についての住民

参加型の監視制度を創設する。具体的には

①　設置者等は事前に調査計画を都道府県

知事に届け出るものとし、都道府県知事は

これを公衆の閲覧に供する

②　調査の実施にあたっては、地域住民



（地域住民が依頼した専門家を含む）の立

会権を保障する

③　都道府県知事は､調査結果の報告を受け

た後速やかにこれを公表する

④　調査結果が虚偽である疑いがあるとき

は､環境大臣または都道府県知事に立ち入り

調査権を認める

⑤　調査機関が不正な調査を行った場合に

は、当該調査機関に罰則を科す

指定支援法人（第２０条～第２８条） 

　指定支援法人制度は、特殊法人改革に逆

行するものである

　 

但し、基金の設置は必要

報告及び検査（第２９条） 

　報告の内容及び検査結果の公開に関する

規定がない

　 

環境大臣または都道府県知事は、報告及び

検査結果を速やかに公表しなければならな

い

研究の推進等（第３４条） 

　地下水の保全・管理の観点からの調査・

研究が明示されていない

　 

土壌汚染は貴重な水資源である地下水の汚

染に直結するので、これまでほとんどなさ

れてこなかった地下水の保全・管理の観点

からの調査・研究を明示し推進する

見直し期間（附則第５条） 

　見直し期間１０年は長すぎる

　 

見直し期間を３年とする


